
　
アフリカ医療協力

　第８回アフリカ開発会議
（TICAD８）が８月27、28日に
チュニジアの首都チュニスで開催
された。
　2019年に横浜で開催された
TICAD７は、「技術、イノベー
ション」が主なテーマであった。
その前、2016年にケニアで開催
されたTICAD６は、経済構造改
革とともに、今回のテーマにもな
った「質の高い生活のための強靭
な保健システムの整備」が論点と
なった。
　今回の第８回会議では、新型コ
ロナウイルスの影響もあって、保
健分野の「ユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジ（UHC）」が大
きな焦点となった。筆者は８月
22日、TICAD8プレイベントと
して開催された日本リザルツ主催
の会議で政府開発援助（ODA）
によるアフリカでの医療体制の構
築と医療人材育成といった医療協
力の在り方を語った。その中で国
家の医療体制づくりでは、ベトナ

ムを一つのモデルとして例に取り
上げた。
　ODAによるアフリカ援助の規
模は、54カ国を対象に2020年ベ
ースで見ると、2,260億円レベル
である。１カ国平均では、国が多
いだけあって約41～42億円とい
うレベルになる。うち、医療協力
は総額の約半分である1,033億円
で、比重は大きい。
　次いで、ODAによる医療協力
全体から2021年ベースで見ると、
第１位が南アジア８カ国（7,780
億円）、第２位が東南アジア29
カ国（6,012億円）、第３位がア
フリカ49カ国（1,033億円）だ。
アフリカの場合は、国数が多いこ
とから、１カ国当たりの援助レベ
ルはかなり低くなる。
　さらに、有償の円借款協力で見
ると、たとえば、その適応国は
2019年ベースでケニア、エチオ
ピア、ガーナ、モザンビーク、ル
ワンダの５カ国だ。2020年ベー
スではモーリシャス、ケニア、セ
ネガルの３カ国というように、有
償の円借款協力に応じられる国は

極めて少ない。したがって、その
他の多くの国々は無償援助の対象
国である。その意味で、病院一つ
を建てるとしても、その医療協力
の在り方はアジアとは大いに異な
ってくる。

参考になるベトナムのケース

　現在、日本のアフリカへの医療
協力で頼りになる拠点としてのカ
ウンターパートには、インド洋側
に ケ ニ ア 中 央 医 学 研 究 所
（KEMRI）があり、大西洋側に
はガーナ野田記念研究所（野口
研）がある。一つの考え方として
日本は、この２つの医学研究所を
アフリカへの人材育成支援や共同
研究協力の拠点（基地）にしなが
らアフリカへの医療協力を戦略的
に進めることも考えられる。これ
は高いコスト・パフォーマンスも
期待できる。
　もう一つの視点は、アフリカ各
国の医療体制を構築する上で、ア
ジアのケースとしてベトナムの国
家医療体制、制度設計を参考にし
ながらアフリカ諸国に医療の在り

方を提言してみたい。
　ベトナムのホーチミンシティー
には、ベトナム戦争の時代に日本
が贈与したチョーライ病院がある。
この病院は日本で組み立てられ、
それを解体して、そのまま当時の
南ベトナムの首都サイゴンに移送
し、再度組み立てられたものであ
るが、ODA実績にはカウントさ
れていない。ベトナム戦争が終息
すると、南部ホーチミンのチョー
ライ病院、中部のフエ中央病院、
北部ハノイのバックマイ病院を中
心に、ベトナム全体の医療体制が
築き上げられた。実に計画的であ
る。
　ある時、筆者がホーチミンのチ
ョーライ病院を取材で訪ねると、
京大医学部の先生が指導教官とし
て病院を案内してくれた。日本政
府は北部のバックマイ病院でも医
療協力を実施している。
　ベトナム政府の医療体制づくり
は南北に地域的な拠点病院を置い
て、それらを連携させながら戦略
的に全国展開している。その医療
体制は、アフリカ各国の医療体制
づくりでも参考になるはずである。
日本は、そうしたベトナム医療体
制づくりに大いに寄与しているの
で、そのベトナムの経験を生かし
ながら、一緒に日本のアフリカで
の医療体制づくりを進めていくこ
とも一考であろう。

アフリカと日本とASEAN

　さらに言うと、たとえば日本か
らの支援でノウハウが蓄積された
東南アジア諸国連合（ASEAN）
と一緒に、アフリカを援助すると

いう新しいアフリカ協力の流れを
創造することも一つのアイデアと
して在り得る。これはまさにアジ
ア―アフリカ連携協力という新し
い試みとなろう。
　アフリカ諸国への一カ国対応と
いう古典的な二国間協力から、ア
フリカ対日本＋ASEANという、
新しい多角的な連携パターンが登
場してもよいのではないか。アフ
リカ援助を二国間ベースで進める
というオーソドックスなパターン
から、ASEANと共同してアフリ
カ援助に当たるという新たなチャ
レンジがあっても良いのではなか
ろうか。
　これまでのインド太平洋構想は
日本、米国、カナダ、オーストラ
リア、ニュージーランド、そして
インドが大きく前面に出ているよ
うに見えるが、その構想の内側に
陣取るASEAN、太平洋島嶼国、
アフリカ東岸諸国を含むインド洋
島嶼国などの存在も大きいはずだ。
そこには多様な連携の生まれる可
能性が秘められている。
　なかでもASEANには中進国へ
脱皮しようとしている国々も現れ
始めている。すでにシンガポール
はインドと連携してアフリカでの
飲料水事業に乗り出している。こ
のように、インド太平洋各国が連
携することにより大きく発展する
チャンスがインド太平洋構想の中
に包含されているはずである。そ
うした新たなビッグ・チャンスを
生み出す“アジア・アフリカ連
携”を創り出す基盤づくりに、日
本のODAが大きな役割を果し得
る可能性を考えてもよいだろう。

　ODAは二国間だけではなく、
多国間での役割も期待されること
を忘れるべきではないだろう。
　そう考えてくると、TICADも、
日本とアフリカという枠組みにだ
けとらわれず、インド太平洋とア
フリカとの連携という新しい枠組
み作りへ拡大させて考えるのも、
新しい挑戦として夢は広がる。
　議論は少々飛躍したかもしれな
いが、新たな時代はそういう領域
にまで広がっているのではなかろ
うか。その意味で、日本の
TICADも、新しい発展を遂げる
時代を迎えていると言ってよいで
あろう。
　時代はどんどん進む。これから
は間違いなくこれまでのTICAD
に対して新たな発想と構想が求め
られている。将来、日本は新しい
発想に立って改革していく時代を
迎えていると言える。

TICAD番外編の夢
アフリカとインド太平洋との連携
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カルパチア山脈を挟んでウクライナと隣接するルーマニアの首
都ブカレスト近郊にて人間を描く。丸山石根素描集から。ルーマ
ニアへの旅は1974～76年の２回



特集

“複合危機”に向き合う
混迷の世界とJICA

　コロナ禍、アフガニスタンやミャンマーの情勢悪化、ロシアによるウクライナ侵攻など、世界は
次々と困難に直面し、社会と経済にも影響をもたらす“複合危機”に見舞われている。危機からの脱
却を目指し、今まで以上に国際社会が連携して課題に取り組む必要があるが、日本の国際開発・国
際協力の在り方はどうのように変化していくべきなのか。
　日本の開発協力の先頭に立つ国際協力機構（JICA）は今年４月に理事長交代、中期計画目標の改
定を行い、グローバルアジェンダや中小企業支援事業の制度改編など、新しい動きも見せている。
新理事長、関係部署のキーパーソンへのインタビューを通し、JICAの新戦略に迫る。
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1．新理事長に聞く JICAの挑戦
     大クライシスの時代 国際協力を通じて“信頼される日本へ”　
     JICA理事長　田中 明彦氏

2．新事業マネジメントのビジョン
     「JICAグローバル・アジェンダ」に基づく協力へ
     ＜INTERVIEW＞　 JICAガバナンス・平和構築部 部長　宮崎 桂氏

     「共創」のプラットフォームとなるか

3．進化する民間連携事業
     キーワードは「早い」「安い」「うまい」
     JICA民間連携事業部 部長　原 昌平氏
     調査委託型を脱却しビジネス化を最重視

南スーダンに完成したフリーダム・ブリッジ＝JICA提供



漕ぎ出せ“ブルー・オーシャン”～海と人の新たな関係“複合危機”に向き合う～混迷の世界とJICA
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事業の進捗を実感した海外出張

ー就任後の海外出張に行かれてい

ます。何を感じましたか。

　着任後、スイスで開かれた世界
の政財界のリーダーらが集まり地
球規模の課題について話し合う
「ダボス会議」などに参加したほ
か、南スーダン、モルドバ、バン
グラデシュを訪問した。
　私は2012年から３年半、JICA
の理事長を務めていたが、こうし
た出張を通じて、前回の在任期間
中に計画したプロジェクトが10
年を経て、大きな成果を出してい
ることを自分の目で確認できて大
変嬉しかった。
　一つの例は、私が2013年に南
スーダンに行った時、今後の平和
構築の過程での貢献の一つとして
ナイル川に橋を架けることを先方
政府と決めた。しかしその後、同
国内での騒擾や新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大を受け、３度
もの工事の中断を余儀なくされ、
９年かけてようやく完成した。私
は５月にその橋の開通式に参加し
たが、さまざまな問題を乗り越え
て完成した橋を、長く対立してい
たサルヴァ・キール・マヤルディ
ト大統領、リエク・マシャール・
テニー第一副大統領とともに目の
前にし、感慨深かった。
　バングラデシュでは2016年の
テロで７人ものJICA関係者が犠
牲になった。７月の出張でその慰
霊式に参加し、犠牲になられた皆
さんが取り組んでいたダッカの都
市高速鉄道（MRT）プロジェク

トを視察した。工事は順調に進ん
でおり、まもなくダッカ市民の足
として使われるようになる。改め
て、このようなことが絶対に繰り
返されてはいけないという思いと
ともに、多くの関係者の努力を実
感した。

ーチュニジアで開催された第８回

アフリカ開発会議（TICAD８）にも

行かれましたね。

　TICAD８ではビジネスフォー
ラムへ参加した他、アフリカ諸国
の首脳らと二国間会談も行ってき
た。
　アフリカは気候変動やパンデミ
ックの影響に加え、ウクライナ情
勢に伴う食糧危機に直面している。
TICADを通じて「日本はアフリ
カと共にあり、さまざまな取り組
みを一緒にやっていく」という日
本の立ち位置を世界に姿を示せた
ことは大きく、アフリカ各国から
も高く評価された。アフリカ諸国
の首脳陣からは、アフリカの主体

性に基づいた発展のため、日本も
国際社会も協力してほしいとの強
いメッセージを感じた。各国の緊
急対応のための財政支援も重要だ
が、長期的な発展を見据えた民間
企業による投資の必要性が強調さ
れた。しかし、日本企業は依然と
してアフリカへの投資額が世界の
企業と比べると大変低い。
　アフリカは情報通信技術
（ICT）基盤整備が遅れている側
面もあるが、規制が行き渡ってい
ないからこそ、イノベーティブな
発想も生まれる。たとえばモバイ
ルマネーの導入なども進んでいる。
今回のTICADではサイドイベン
トはオンラインだったが、
TICAD８ビジネスフォーラムは
現地で開催され、約250人の企業
関係者が参加した。日本企業にも
アフリカの将来性を見ていただけ
たと思う。
　JICAも最近、アフリカにおけ
るスタートアップ支援のため
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新理事長に聞く JICAの挑戦1

南スーダンのフリーダム・ブリッジ開通式典に参加した田中理事長（中央）とキール大統領（左から２人目）、マシャール
第一副大統領（右端）＝JICA提供

世界に立ちはだかる昨今の複合的な危機は、開発協力にもさまざまな形で影響を与えている。理事長
交代や新中期計画策定などを経て、新体制となった国際協力機構（JICA）はこれからの国際協力の
在り方を探っている。今年４月にJICA理事長に再度就任した田中明彦氏に、JICAの目指すべき将来
について、本誌主幹の荒木光弥が聞いた。

途絶えない支援に向けて非政府アクターとの連携強化も検討

大クライシスの時代　
国際協力を通じて“信頼される日本へ”

田中 明彦氏
東京大学教養学部卒業後、マサチューセッツ工科大学で政治学博士号を取得。東大教授、東大東洋文化研究所所
長、東大副学長などを経て、2012年から15年、JICA理事長、17年から政策研究大学院大学（GRIPS）学長を歴任。
2022年４月より現職。著書『新しい「中世」』でサントリー学芸賞、『ワード・ポリティクス』で読売・吉野作造賞を受賞

国際協力機構（JICA）理事長p r o f i l e

JICA提供


